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（４）主要経営指標

※令和３年度の借入金返済能力については、算定結果がマイナスのため記載していない。

５　経営評価（法人自己評価）

（令和５年度）

評価

Ａ

Ａ

Ｄ

Ｂ

Ｃ

　評価の目安　Ａ：良好である　Ｂ：ほぼ良好である　Ｃ：やや課題がある　Ｄ：課題が多い

※　事業の計画及び決算に関する書類についてはⅡ部（26ページ）を参照。

令和３年度 令和４年度 令和５年度

60.7%

312.4% 477.1%

59.1%

9.6%10.6% 7.7%

流動比率

総合評価

視点 コメント

「公有地の拡大の推進に関する法律」に基づき、京都縦貫自動車道
や新名神高速道路事業等の府の骨格的な交通網や地域間を結ぶ道路網
の整備、地域の安全性向上のための治水対策など、府民のくらしの基
盤と環境整備に寄与するために土地の先行取得等を行ってきており、
設立目的に適合している。

経験豊かな府のＯＢ職員、地元の事情に詳しい市町村のＯＢ職員等
を雇用し、円滑な業務執行に努めている。

令和５年度は、各事務所ごとの業務量に応じて体制を見直し、適正
規模で業務執行に当たったほか、用地事務の効率化を図るために、用
地取得・管理業務システムの賃貸借期間満了に伴い、最新版のシステ
ムへの改修を委託した。

総務経理部門を本社で集中管理し、資金代行業務も本社所管とする
など業務の迅速化に努めるとともに、専門性の高い法律案件や会計事
務については、顧問契約等により一部を委託するなど業務の適正な執
行に努めている。

人事給与制度については府に準拠して運用している。また、経理事
務等については監事監査、地方自治法に基づく府調査等の機会を捉
え、職員にその結果を周知し業務の改善に努めている。

このような中、年末に当公社の幹部職員が過去に官製談合防止法違
反をしていたことにより起訴され、社会的な信頼を損ねるという事件
が発生した。

これを受け、職場全体のコンプライアンス意識の向上及び徹底の措
置を緊急に講じるとともに、再発防止対策委員会を設置し、２度とこ
のような事案が起きないための対策立案の議論を進めている。

また、本事件により失われた当公社への信頼を少しでも早く取り戻
すことができるよう、全職員の総力を挙げて再発防止に向けた取組を
行っていく。

先行取得事業は、起業者により必ず用地が再取得されるため用地補
償費等の回収は確実であるが、国の制度上実際の業務量に見合った事
務費の算定になっていないことから、赤字発生の根本原因となってお
り、その改善に向けて国等に対して事務費積算方法の見直しの要望を
継続して行っている。

また、令和５年度は、確実な収益源であったNEXCO事業をはじめとし
た５事業が完了したことから、今後の経営の安定のために、府からの
受託を拡大することとし、新たに市町村からの受託についても積極的
に進めている。

木津川右岸運動公園用地については取得から10年以上経過していた
が、令和４年度に引き続き令和５年度においても府による買戻しが行
われた。

北部中核工業団地については令和５年度に２区画を売却し、府に対
する長期借入金は令和４年度に完済したことから、令和５年度におけ
る北部中核工業団地売却益代金は全額当公社の収入となる。
　このようなことから、令和５年度は42百万円の黒字計上となった。

府における大規模な社会資本整備はこれまでに大きく進んできた
が、府内のインフラ整備は未だ道半ばであり、引き続き治水対策、道
路整備など地域整備を公有地取得により下支えしていくことは、公社
に課された使命であると認識しており、府等関係機関との連携の下、
更に業務の推進に努める。

また、令和５年度の不適切事案を教訓に、コンプライアンス徹底や
業務運用改善等、再発防止のための基盤を構築し、公社の信頼回復と
安定経営を目指す。

目　　的
適 合 性

効 率 性

組織運営
健 全 性

財　　務
健 全 性

- 43.7年 64.2年

27.3% 31.5% 36.0%

59.7%

408.7%

借入金依存度

指標

人件費比率

自己資本比率

流動資産÷流動負債

借入金等残高÷資産合計

人件費÷経常費用

資本合計÷資産合計

借入金返済能力 ※

算式

借入金等残高÷（経常損益＋減
価償却費－法人税等）
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（４）主要経営指標

５　経営評価（法人自己評価）
（令和５年度）

評価

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｂ

　評価の目安　Ａ：良好である　Ｂ：ほぼ良好である　Ｃ：やや課題がある　Ｄ：課題が多い

※　事業の計画及び決算に関する書類についてはⅡ部（130ページ）を参照。

組織運営
健 全 性

組織は、（一社）京都舞鶴港振興会からの派遣、プロパー及び嘱託の
最小限の社員体制で、常に情報を共有し、協力しながら、効率的な業務
運営に取り組んでいる。

また、法令等を遵守し、株主総会、取締役会及び監査役会を定期的に
開催し、経営及び業務執行に関する事項を適正に決議、報告している。
コンプライアンスの推進についても委員会を設置し、社内規定違反等の
おそれのある事実の早期発見に努めるなど取り組んでいる。情報の公開
については、法の定めに従い、ホームページで必要な情報を公開してい
る。

財    務
健 全 性

府北部地域におけるオフィス需要が乏しく、新たな入居者の確保が容
易でないこと、また、築25年を超える支援センター棟等の維持・保全に
係る管理費について、電気代の高騰、各種資機材価格の高騰等により更
なる増加が見込まれることにより、経営環境がさらに厳しくなることが
予想される。当社の費用については、４割余が減価償却費、２割余が租
税公課、地代の固定費、残りは、支援センター棟等の維持・保全に係る
管理費がそのほとんどを占め、抑制の余地は極めて少ない状況にある。
一方、借入金はなく、京都府等からの財政支援も受けることなく、自立
した運営が行えている。そうした中、約４億円の累積損失（そのほとん
どが開業当初からの損失）の解消が課題である。

総合評価

本年度は、貿易関係事業者等の入居や耐用年数の見直し等の経営改革
を実施することで、当期営業利益、経常利益、当期純利益いずれにおい
ても黒字となった。来年度以降も黒字を持続するため、令和６年２月に
策定した次期中期経営計画（第30期～第32期）に基づき、営業を強化
し、新たな入居者の確保及び会議室の利用拡大により収益を増加させる
とともに、費用について、更なる知恵と工夫によりその抑制に取り組ん
でいくこととしている。こうした取組を着実に行うことにより経営を改
善しながら、今後とも、京都舞鶴港の振興、地域経済の発展に貢献して
いきたい。

視点 コメント

目　　的
適 合 性

近畿圏における日本海側唯一の重要港湾である京都舞鶴港の振興の拠
点施設として、所有する支援センター棟及び倉庫棟等の賃貸、港湾荷役
機械の貸付を通じて、京都舞鶴港の振興と地域経済の発展に大きく貢献
している。なお、これら施設の入居率は、倉庫棟が100％（港湾関係企業
２）で、支援センター棟が93.98%（企業・団体数20、うち港湾関係企
業・団体数８）、うち港湾関係企業・団体の入居者に占める割合は
45.45％となっている。

また、中期経営計画の最終期に当たり、収益の増及び費用の抑制に向
け、再点検・再見直しを行うとともに、新たなテナントの入居やコロナ
禍により計画の見直しを余儀なくされ、見送ってきた舞鶴２１ビルの修
繕・保全工事を実施し、利用者満足度の向上とともに、施設の長寿命化
を進めてきた。

効 率 性

効率性を示す総資産回転率(売上高/総資産)は、0.093（141,163千円
/1,520,654千円）となり、前年度比微増となった。なお、本年度は、入
居者の増等により、賃貸料収入等の売上高が増加するとともに、舞鶴２
１ビルの耐用年数の変更（45年→法定年数の50年）など、経営改革に取
り組むことにより、当期の営業利益は営業開始後２度目の黒字、経常利
益及び当期純利益は２期連続の黒字となった。

借入金依存度 借入金等残高÷資産合計 ― ― ―

借入金返済能力
借入金等残高÷（経常損益＋
減価償却費－法人税等） ― ― ―

自己資本比率 純資産合計÷資産合計 90.3% 89.6% 91.2%

流動比率 流動資産÷流動負債 2,790.1% 2,459.1% 3,514.7%

指標 算式 令和３年度 令和４年度 令和５年度

人件費比率 人件費÷経常費用 7.2% 7.4% 2.0%
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京都府長岡京記念文化会館内
理事長　北尾　哲郎

１　法人の概要
（令和６年３月31日現在）

設  立
年月日

出  資
比  率

２　役職員の状況（単位：人）

府職員 府ＯＢ 府職員 府ＯＢ 府職員 府ＯＢ

1 0 0 1 0 0 1 0 0

8 0 0 8 0 0 8 0 0

3 0 0 3 0 0 3 0 0

4 0 0 4 0 0 4 0 0

7 0 0 7 0 0 7 0 0

３　事業の概要
（令和５年度）

令和３年度

京都府長岡京記念
文化会館の管理運
営

優れた芸術文化の公開鑑賞の場として音楽、室内楽、演劇及び伝統芸能等
広範な住民の要望に応じた自主事業を実施

一般職

計

芸術・文化創造活
動の育成と児童、
生徒及び学生の教
育支援

長岡京市教育委員会より市民ホール（定員400人)の施設管理業務の委託を
受け、受付業務・使用料徴収・設備の運用及び管理などを実施

公公益益財財団団法法人人　　京京都都府府長長岡岡京京記記念念文文化化事事業業団団

府出えん・出資額
（千円）

15,000 33.3%5,000

事業内容

所    在    地

報告者職・氏名

公益財団法人　京都府長岡京記念文化事業団

令和５年度

役
員

長岡京市天神４丁目１番１号

令和４年度

管理職

主要事業名

京都府の指導・援助のもと向日市・長岡京市・大山崎町の共催により関係
文化団体とも連携を図り、広域的な住民参加型創造文化事業として「乙訓
文化芸術祭」の実施や学校等が主催する優れた舞台芸術を鑑賞する団体鑑
賞と生徒自らが舞台に立つ文化発表事業の支援事業

京都府より文化会館（普通財産）の無償貸付けを受け、使用者への予約受
付から舞台技術の指導等を行い、文化芸術活動の場としての良好な施設の
提供事業を実施

団 体 名 昭和62年９月１日

出資総額
（千円）

常　勤

設立目的

非常勤

芸術・文化の創造活動を奨励・振興・育成し、すぐれた芸術・文化の公開を行う
とともに、京都府及び向日市、長岡京市、大山崎町の文化事業に協力し、乙訓地域
における豊かな文化の振興及び普及に寄与することを目的とする。

長岡京市立中央公
民館市民ホールの
管理

職
員

音 楽 ・ 演 劇 ・ 映
画・伝統芸能等の
公開
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京都府長岡京記念文化会館内
理事長　北尾　哲郎

１　法人の概要
（令和６年３月31日現在）

設  立
年月日

出  資
比  率

２　役職員の状況（単位：人）

府職員 府ＯＢ 府職員 府ＯＢ 府職員 府ＯＢ

1 0 0 1 0 0 1 0 0

8 0 0 8 0 0 8 0 0

3 0 0 3 0 0 3 0 0

4 0 0 4 0 0 4 0 0

7 0 0 7 0 0 7 0 0

３　事業の概要
（令和５年度）

令和３年度

京都府長岡京記念
文化会館の管理運
営

優れた芸術文化の公開鑑賞の場として音楽、室内楽、演劇及び伝統芸能等
広範な住民の要望に応じた自主事業を実施

一般職

計

芸術・文化創造活
動の育成と児童、
生徒及び学生の教
育支援

長岡京市教育委員会より市民ホール（定員400人)の施設管理業務の委託を
受け、受付業務・使用料徴収・設備の運用及び管理などを実施

公公益益財財団団法法人人　　京京都都府府長長岡岡京京記記念念文文化化事事業業団団

府出えん・出資額
（千円）

15,000 33.3%5,000

事業内容

所    在    地

報告者職・氏名

公益財団法人　京都府長岡京記念文化事業団

令和５年度

役
員

長岡京市天神４丁目１番１号

令和４年度

管理職

主要事業名

京都府の指導・援助のもと向日市・長岡京市・大山崎町の共催により関係
文化団体とも連携を図り、広域的な住民参加型創造文化事業として「乙訓
文化芸術祭」の実施や学校等が主催する優れた舞台芸術を鑑賞する団体鑑
賞と生徒自らが舞台に立つ文化発表事業の支援事業

京都府より文化会館（普通財産）の無償貸付けを受け、使用者への予約受
付から舞台技術の指導等を行い、文化芸術活動の場としての良好な施設の
提供事業を実施

団 体 名 昭和62年９月１日

出資総額
（千円）

常　勤

設立目的

非常勤

芸術・文化の創造活動を奨励・振興・育成し、すぐれた芸術・文化の公開を行う
とともに、京都府及び向日市、長岡京市、大山崎町の文化事業に協力し、乙訓地域
における豊かな文化の振興及び普及に寄与することを目的とする。

長岡京市立中央公
民館市民ホールの
管理

職
員

音 楽 ・ 演 劇 ・ 映
画・伝統芸能等の
公開
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230 ページ）を参照。
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京都市南区東九条下殿田町70 
代表理事　山岡　景一郎

１　法人の概要
（令和６年３月31日現在）

設  立
年月日

出  資
比  率

２　役職員の状況（単位：人）

府職員 府ＯＢ 府職員 府ＯＢ 府職員 府ＯＢ

1 0 1 1 0 1 1 0 1

19 1 0 19 1 0 19 1 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

3 0 0 3 0 0 3 0 0

3 0 0 3 0 0 3 0 0

３　事業の概要
（令和５年度）

後継者の育成・支援

講習会等の開催 　生活衛生関係営業に関する研修会・講習会等を開催

団 体 名 昭和56年２月16日

出資総額
（千円）

常　勤

非常勤

設立目的

生活衛生関係営業の経営の健全化及び振興を通じて、その衛生水準の維持向上を
図り、併せて利用者又は消費者の利益の擁護を図る。

振興事業の実施

　標準営業約款に関する営業者の登録推進（新規・更新）など

職
員

公公益益財財団団法法人人    京京都都府府生生活活衛衛生生営営業業指指導導セセンンタターー

府出えん・出資額
（千円）

13,000 30.8%4,000

事業内容

所    在    地
報告者職・氏名

公益財団法人　京都府生活衛生営業指導センター

令和４年度

主要事業名

利用者・消費者からの苦情に関する営業者及び生活衛生同業組合の指
導、分野調整協議会等を通じた紛争解決のための相談・指導など

管理職

一般職

計

苦情処理、紛争の
調整

標準営業約款制度
の普及

衛生施設の維持・改善向上及び経営の健全化についての相談・指導、融
資の斡旋など

経営の相談・指導

令和５年度

役
員

令和３年度

　生活衛生関係営業に対する若年者の職業観の向上と就労を促進するため
の出前授業の実施

　生活衛生業の振興の活性化と消費者とのふれあいを目的とするSeeLフェ
アを、昨年度に引き続き「府民交流フェスタ」への共催参加により開催
し、生衛組合を中心とした「お楽しみ福袋」の販売や広報・啓発活動を実
施
　また、経営研修会・後継者育成講演会を事業者・組合員等に向けて開
催、後継者育成出前講習を中学生に向けて実施
　なお、今年度の助成事業は、各組合が当初予定していた事業の数件は中
止となったが、各組合が内容を変更して事業に取り組んだ
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京都市南区東九条下殿田町70 
代表理事　山岡　景一郎

１　法人の概要
（令和６年３月31日現在）

設  立
年月日

出  資
比  率

２　役職員の状況（単位：人）

府職員 府ＯＢ 府職員 府ＯＢ 府職員 府ＯＢ

1 0 1 1 0 1 1 0 1

19 1 0 19 1 0 19 1 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

3 0 0 3 0 0 3 0 0

3 0 0 3 0 0 3 0 0

３　事業の概要
（令和５年度）

後継者の育成・支援

講習会等の開催 　生活衛生関係営業に関する研修会・講習会等を開催

団 体 名 昭和56年２月16日

出資総額
（千円）

常　勤

非常勤

設立目的

生活衛生関係営業の経営の健全化及び振興を通じて、その衛生水準の維持向上を
図り、併せて利用者又は消費者の利益の擁護を図る。

振興事業の実施

　標準営業約款に関する営業者の登録推進（新規・更新）など

職
員

公公益益財財団団法法人人    京京都都府府生生活活衛衛生生営営業業指指導導セセンンタターー

府出えん・出資額
（千円）

13,000 30.8%4,000

事業内容

所    在    地
報告者職・氏名

公益財団法人　京都府生活衛生営業指導センター

令和４年度

主要事業名

利用者・消費者からの苦情に関する営業者及び生活衛生同業組合の指
導、分野調整協議会等を通じた紛争解決のための相談・指導など

管理職

一般職

計

苦情処理、紛争の
調整

標準営業約款制度
の普及

衛生施設の維持・改善向上及び経営の健全化についての相談・指導、融
資の斡旋など

経営の相談・指導

令和５年度

役
員

令和３年度

　生活衛生関係営業に対する若年者の職業観の向上と就労を促進するため
の出前授業の実施

　生活衛生業の振興の活性化と消費者とのふれあいを目的とするSeeLフェ
アを、昨年度に引き続き「府民交流フェスタ」への共催参加により開催
し、生衛組合を中心とした「お楽しみ福袋」の販売や広報・啓発活動を実
施
　また、経営研修会・後継者育成講演会を事業者・組合員等に向けて開
催、後継者育成出前講習を中学生に向けて実施
　なお、今年度の助成事業は、各組合が当初予定していた事業の数件は中
止となったが、各組合が内容を変更して事業に取り組んだ
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255 ページ）を参照。
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